
年度 売上高
（10億円）

前年度比 営業利益
（10億円）

前年度比 経常利益
（10億円）

前年度比 純利益
（10億円）

前年度比

全体 2020(実績) 476,332 -7.7% 27,358 -15.5% 29,746 -9.6% 18,271 -9.8%

（451社） 2021(予想) 546,364 14.7% 48,034 75.6% 46,495 56.3% 33,010 80.7%

2022(予想) 574,549 5.2% 54,279 13.0% 51,359 10.5% 35,671 8.1%

製造業 2020(実績) 283,641 -8.2% 18,487 2.1% 19,959 10.4% 13,030 17.5%

（278社） 2021(予想) 325,781 14.9% 29,194 57.9% 30,028 50.5% 21,676 66.4%

2022(予想) 344,710 5.8% 32,673 11.9% 33,375 11.1% 23,516 8.5%

非製造業 2020(実績) 192,690 -6.9% 8,871 -37.8% 9,787 -33.9% 5,241 -42.9%

（173社） 2021(予想) 220,583 14.5% 18,840 112.4% 16,466 68.2% 11,333 116.2%

2022(予想) 229,840 4.2% 21,606 14.7% 17,983 9.2% 12,154 7.2%

2022年1月5日
三井住友DSアセットマネジメント

チーフマーケットストラテジスト 市川 雅浩
市川レポート

 前年度の反動という面もあるが、企業自身は製造業・非製造業ともに、今年度増収増益を予想。
 弊社も今年度は増収増益を予想、増益の寄与の大きいセクターは商社、運輸、自動車、鉄など。
 来年度も勢いは落ち着くものの増収増益予想、業績の回復傾向が続き日本株の下支えになろう。
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前年度の反動という面もあるが、企業自身は製造業・非製造業ともに、今年度増収増益を予想

今回のレポートでは、日本企業の2021年度と2022年度の業績を展望します。はじめに、企業自身による
2021年度の業績予想を確認します。東証株価指数（TOPIX）を構成する3月期決算企業（金融とソフト
バンクグループを除く）について、入手できるデータに基づき集計したところ、前年度比で売上高は7.8%増、営
業利益は35.1%増、経常利益は36.1%増、純利益は64.4%増でした（2021年11月16日時点）。

製造業・非製造業に分けてみると、製造業は売上高12.1%増、営業利益41.3%増、経常利益35.3%増、
純利益52.8%増となっており、非製造業は売上高1.5%増、営業利益25.4%増、経常利益37.7%増、純
利益84.3%増となっています（いずれも前年度比）。コロナの影響で業績が低迷した前年度の反動という面も
ありますが、今年度は増収増益での着地予想が示されています。

2021年度と2022年度の日本企業の業績見通し

【図表：弊社が調査対象とする主要企業の業績見通し】

(注) 2021年12月6日時点における三井住友DSアセットマネジメントの見通し。金融とソフトバンクグループを除く。
(出所) 三井住友DSアセットマネジメント作成
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弊社も今年度は増収増益を予想、増益の寄与の大きいセクターは商社、運輸、自動車、鉄など

次に、弊社が調査対象とする主要企業500社について、金融とソフトバンクグループを除く451社の業績見通
しを確認すると、2021年度は売上高14.7%増、営業利益75.6%増、経常利益56.3%増、純利益
80.7%増となっています（図表）。製造業・非製造業の区分では、製造業が順に、14.9%増、57.9%増、
50.5%増、66.4%増で、非製造業は14.5%増、112.4%増、68.2%増、116.2%増です（いずれも前
年度比、2021年12月6日時点）。

前述の、企業自身による2021年度の業績予想と比べた場合、対象企業数などが異なるため、予想値は必ず
しも一致しませんが、弊社もコロナの反動などで今年度は増収増益の着地を想定しており、方向性は同じです。
また、弊社の2021年度の業績見通しにおいて、増益寄与の大きいセクターは、商社、運輸（倉庫・物流）、
自動車、鉄、陸上旅客運輸などです（セクターは弊社の定義による）。

来年度も勢いは落ち着くものの増収増益予想、業績の回復傾向が続き日本株の下支えになろう

また、弊社は2022年度の業績について、売上高5.2%増、営業利益13.0%増、経常利益10.5%増、純
利益8.1%増を見込んでいます。製造業・非製造業の区分では、製造業が順に、5.8%増、11.9%増、
11.1%増、8.5%増で、非製造業は4.2%増、14.7%増、9.2%増、7.2%増です（いずれも前年度比、
2021年12月6日時点）。2021年度に比べ、回復の勢いは落ち着くものの、引き続き増収増益を予想してい
ます。

2022年度の業績見通しにおいて、増益寄与の大きいセクターは、自動車、陸上旅客運輸、自動車部品・ゴ
ム、電力・ガス、産業用電機機器、医薬などです。なお、2021年度以降の前提為替レートは、ドル円が1ドル
＝114円、ユーロ円が1ユーロ＝133円です。弊社は、2022年度も企業業績の回復傾向は続くとみており、こ
れが日本株の下支えになると考えています。

■当資料は、情報提供を目的として、三井住友DSアセットマネジメントが作成したものであり、投資勧誘を目的として作成されたもの又は金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。■当資料に基
づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。■当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料は当社が信頼性が高いと判断
した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、
今後の市場環境等を保証するものではありません。■当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属します。■当資
料の内容に関する一切の権利は当社にあります。本資料を投資の目的に使用したり、承認なく複製又は第三者への開示等を行うことを厳に禁じます。■当資料の内容は、当社が行う投資信託および投資
顧問契約における運用指図、投資判断とは異なることがありますので、ご了解下さい。

三井住友DSアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第399号

加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会
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